
 

地方分権改革の推進による都市自治の確立等に関する重点要望 
 

真の地方分権型の新しい行政システムを構築し、国・地方を通じた行財政改革を推

進するため、国は、次の事項について積極的かつ適切な措置を講じられたい。 

 

１．第二期地方分権改革について 

（１）国・都道府県・市町村の役割分担を明確化し、役割分担に基づく事務事業の再

配分にあたっては、基礎自治体優先の原則、補完性・近接性の原理に基づき、都

市自治体が住民に身近な事務事業を地域において総合的・一体的に遂行できるよ

う、包括的に移譲するとともに、自由度の高い行政運営が可能となる推進方策を

講ずること。 

また、国から地方、都道府県から市町村への権限移譲にあたっては、税源移譲

等による適切かつ確実な財政措置を行うとともに、必要不可欠である専門的な人

材育成等の仕組みを構築すること。 

（２）国による義務付け・枠付け、関与を廃止・縮小し、都市自治体の条例制定権を

拡大するとともに、国の出先機関を整理し、国と地方の二重行政を解消すること。 

（３）国は地方分権改革推進委員会の勧告等を尊重すること。また、地方分権改革推

進計画の作成にあたっては、地方と十分協議すること。さらに、計画作成後、速

やかに「新分権一括法（仮称）」を制定すること。 

（４）地方分権改革の推進こそが国・地方を通じた最大の行財政改革につながること

から、国は、出先機関の廃止等、遅れている自身の行財政改革を断行すること。 

（５）地方に関わる事項について、政府と地方の代表者等が協議することにより、地

方の意見を政府の政策立案と執行に反映するため、「（仮）地方行財政会議」を法

律により設置すること。 

（６）現行の法定受託事務について、地方分権改革の視点から再検討し、自治事務へ

の転換を図るなどの見直しを行うこと。また、法定受託事務はできる限り新設し

ないこと。さらに、法定受託事務の執行に係る経費については、確実に財源措置

を行うこと。 

 

２．地方が担う事務と責任に見合う税財源配分を基本とし、当面、税源移譲による国・

地方の税源配分「５：５」の実現を図ることにより、地方の財政自主権を拡充する

とともに、地方消費税の充実を含む税源の偏在性が少なく安定的な税収を確保でき



 

る地方税体系を構築すること。 

また、安全・安心な住民生活を保障するために地方交付税の有する財源調整・財

源保障の両機能が充分発揮できるよう、地方交付税総額を復元・増額し、一般財源

の充実を図るとともに、「地方交付税」を国の特別会計に直接繰り入れ等を行う「地

方共有税」構想を早期に実現すること。 

 

３．道州制の議論にかかわらず、第二期地方分権改革を着実に推進すること。なお、

道州制の検討にあたっては、特に基礎自治体の権限強化と財源確保を最大限図る観

点から検討されたいこと。 

 

 



 

防災・災害対策の充実強化と安全・安心なまちづくりに関する

重点要望 
 

 都市自治体においては、大規模災害に即応できる防災対策の一層の充実が求められ

ている。 

 よって、国は、次の事項について積極的かつ適切な措置を講じられたい。 

 

１．防災体制の充実強化と災害対策の推進について 

（１）災害時における被害の早期復旧を図るため、特別交付税の算定や地方債の元利

償還金における交付税算入率の引き上げ等、災害復旧に係る地方負担に対する所

要の財政措置を講ずること。 

また、災害の発生メカニズムの解明等、未然防止も含めた自然災害等に対する

抜本的な対策を講じること。 

（２）局地的集中豪雨や突風、竜巻、落雷等、地球温暖化の影響と考えられる異常気

象の多発により、大規模な都市型水害等が頻発していることから、ハード面での

治水対策に加え、情報伝達システムの整備をはじめとする総合的な水防対策を推

進すること。 

（３）災害時に迅速、正確な情報提供を行い、地域住民が安全に避難できるようにす

るため、防災行政無線のデジタル化や衛星携帯電話の整備等、情報伝達システム

の整備に対する財政措置を拡充すること。 

（４）① 携帯電話事業者と連携し、災害時においても携帯電話の通話及び通信を安

定的に確保するためのシステム構築を行うこと。 

また、携帯電話を活用した全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）から

の緊急情報伝達体制を構築すること。 

   ② 緊急地震速報を市民が有効に利用できるよう、「緊急警報放送」の活用に

よる情報伝達を実施すること。 

（５）災害危険個所を住民に周知するため、ハザードマップの作成及び更新費用にか

かる財政措置を拡充すること。 

（６）局地激甚災害の指定区域での公民館や体育施設、文化施設等の公立社会教育施

設災害復旧事業に対し、激甚災害の場合と同様の財政措置を講じること。 

   また、大規模災害時における水道施設及び医療機関の復旧事業を激甚災害法の

対象とすること。 



 

（７）被災者生活再建支援制度や住宅応急修理制度について、被害の程度に応じた段

階的な支援を行うため、被害認定基準運用指針を見直すとともに、支援等にかか

る適用要件の緩和や支給限度額の引き上げを行うなど、支援制度を拡充すること。 

（８）自主防災組織の育成等に対する財政措置の充実を図ること。 

（９）地方公共団体が防災上取り壊しの必要性を認めた倒壊の危険がある住宅の土地

について、住宅取り壊し後の土地の固定資産税額が急激に上がらないような減額

措置を講じること。 

（10）災害時に道路や鉄道の寸断により交通が途絶した場合、船舶が人や物資輸送の

重要な輸送手段となることから、防災船着き場の広域的な活用に向けた取組の強

化及び早急かつ積極的な整備を推進すること。 

 

２．地震及び火山災害対策の充実強化について 

（１）日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域及び東南海・南海地震防

災対策推進地域に指定された地域について、地震防災対策強化地域に指定すると

ともに、具体的かつ充実した対策を講じること。 

（２）富士山火山防災対策として、関係機関における調査・研究の推進及び支援を行

うとともに、富士山ハザードマップの作成・公表を踏まえ、中央防災会議決定の

「富士山火山広域防災対策基本方針」等による広域的かつ重点的な火山防災対策

を推進すること。 

また、東海地震と同様に、富士山噴火においても火山情報に応じた高速道路活

用の防災体制を整備すること。 

（３）地震災害に対する総合的な基本計画の策定や防災対策の強化を図り、ＧＰＳ波

浪計の精度向上等を含めた地震観測体制の整備充実を図ること。 

   また、地震に伴う大規模な地滑り、土砂崩れ等の原因調査や、活断層の活動特

性を解明するための調査研究を推進すること。 

（４）庁舎、公民館、保育所等、災害時に防災拠点となる公共・公用施設等の耐震診

断や耐震改修に対して、財政措置を拡充すること。 

（５）民間施設、住宅家屋等の耐震診断や耐震改修を促進するため、財政措置を拡充

すること。 

また、住宅の耐震改修に係る所得税の税額控除を延長するなど、税制上の優遇

措置を拡充すること。 

（６）大規模な地震等が発生した場合に孤立する恐れがある中山間地域について、被



 

害状況の受発信を行える衛星携帯電話の配備や避難所の耐震補強等の防災対策

を講じること。 

（７）合併した市町村については、災害に対する国の財政援助に関して、合併により

不利益を受ける結果となるような場合は、その合併が行われなかったものとして

災害復旧事業費の国庫負担等の特例措置を講じることが定められているが、その

期間を現行の５年以内から10年以内へと延長すること。 

（８）被災した観光地が地震による風評被害を受けないよう、正確な情報の周知、広

報等について適切な対策を講じること。 

 

３．消防・救急体制の充実強化について 

（１）消防・救急無線のデジタル化のための財政措置を拡充すること。 

（２）消防防災施設等の整備並びに緊急消防援助隊の設備の整備を促進するため、財

政措置を拡充すること。 

（３）都市自治体に必要な消防団員を確保するため、所要の財政措置を講じること。 

 



 

過疎地域の振興と限界集落対策の推進に関する重点要望 
 

過疎地域の振興を図るため、国は、次の事項について積極的かつ適切な措置を講じ

られたい。 

 

１．新たな過疎対策法の制定について 

（１）過疎地域の振興を図るとともに、限界集落をはじめとする集落対策等を総合的

に推進するため、平成 22 年３月をもって失効する過疎地域自立促進特別措置法

に代わる、新たな過疎対策法を制定すること。 

（２）新たな過疎対策においては、過疎地域が果たしている役割を正しく評価し、新

しい過疎対策の理念を確立するとともに、現行の過疎指定地域を引き続き指定す

ることを基本としつつ、森林、耕作地の面積や高齢者の占める割合等、過疎地域

の実情を踏まえた指定要件及び指定単位を設けること。 

（３）過疎地域が安全・安心に暮らせる地域として健全に維持され、都市地域と過疎

地域が相互に支え合う「持続可能な共生社会」の形成が図られるよう、過疎地域

における医療の確保、交通の確保、雇用の確保、教育環境や情報通信基盤の整備

等の生活環境の基盤整備及び限界集落をはじめとする集落対策並びに都市との

交流、人材育成等のソフト事業の支援等、総合的な対策を講じること。 

 

２．過疎地域における財政基盤の充実強化について 

（１）過疎地域における地域社会や地域住民の生活に必要なサービスを行うための財

源を安定的に確保するため、過疎関係都市に対する地方交付税による必要な財源

保障を行い、その財政基盤の充実強化を図ること。 

（２）道路特定財源の一般財源化の検討にあたっては、過疎地域の道路整備に必要な

財源は引き続き確保し、過疎地域の財政に影響を及ぼさないようにすること。 

（３）荒廃が進み活力が低下している過疎地域において、特に重要な財源となってい

る過疎対策事業債について、必要額を確保するとともに柔軟に充当できるように

すること。 

   また、過疎対策事業債の対象事業に地震対策のための耐震防災事業を追加する

こと。 

(４)過疎化や高齢化が進行している、いわゆる限界集落等において、農業、林業、畜

産業等の振興及び集落の活性化が図られるよう、積極的な財政措置を講じること。  



 

情報化施策の推進と地上デジタルテレビ放送移行への 

支援に関する重点要望 
 

すべての国民がＩＣＴを活用し、その恩恵を享受できる社会を実現するとともに、

2011 年の地上デジタルテレビ放送への完全移行を円滑に実施するため、国は、次の事

項について、適切かつ積極的な措置を講じられたい。 

 

１．電子自治体の実現に向けた基盤整備やシステム構築及びその運用等について、適

切な財政措置を講じるとともに、技術的支援を強化すること。 

 

２．情報格差を是正するとともに、住民生活の向上と地域経済の活性化を図るため、

ブロードバンド未整備地域の解消をはじめ、情報通信基盤の整備をさらに推進する

必要がある。そのため、都市自治体が取り組む地域情報通信基盤の整備等に対して、

必要な財政措置及び技術的支援措置を講じること。また、電気通信事業者による光

ファイバー網やＣＡＴＶ等のブロードバンド整備を促進するための施策と支援措

置を講じること。 

特に、条件不利地域等における携帯電話の不感の解消、ブロードバンド環境等の

情報通信基盤の整備や維持管理に対する財政措置等を充実すること。 

また、携帯電話事業者に対して中継基地局整備にあたっての住民への事前説明の

実施を義務付けるとともに、国民に対して電磁波が人体に与える影響や電波防護指

針に定める数値の安全性について広く周知を図ること。 

 

３．地上デジタルテレビ放送への完全移行に際しては、国及び放送事業者の責任にお

いて、過疎地域等の条件不利地域、難視聴地域や圏外となる地域に対する十分な情

報提供及び整備・対応を図ること。 

  また、条件不利地域等における難視聴地域等の解消のため、衛星放送やＣＡＴＶ

の活用、中継局及び共聴施設の整備・改修、さらに維持管理等について、市民や都

市自治体等に対して必要な支援措置を講じること。特に低所得世帯等を対象とする

受信機器購入等に対する支援措置を講じること。 

  さらに、公共施設のデジタル化に対する支援措置を講じること。 

 

 



 

都市税財政の充実確保に関する重点要望 
 
都市自治体が責任を持って自立した行財政運営ができる地方税財政制度の

構築されるよう、国は、次の事項について積極的かつ適切な措置を講じられ

たい。 
 

１．地方交付税総額の復元・増額と機能の充実 

平成 21 年度の地方交付税については、社会保障関係分野に係る財政需要の

増大など都市自治体の実態を的確に反映し、地方財政計画の歳出規模を拡大

したうえで、地方交付税総額を復元・増額し、財源保障、財源調整の両機能

を強化すること。 

また、地方財源不足に対する補てんについては、地方交付税の法定率の引

上げで対応すること。 

 

２．緊急経済対策等の実施 

政府が策定した「安心実現のための緊急総合対策（8 月 29 日）」及び「生

活対策（10 月 30 日）」における地方自治体に対する支援策などの具体化に当

たっては、地方自治体の実態や意見を十分踏まえること。 

 

３．国と地方の税源配分「５：５」の実現と偏在性の少ない安定的な税体系の

構築 

（１）地方が担う事務と責任に見合う税源配分を基本とし、当面、税源移譲に

よる国と地方の税源配分「５：５」の実現を図ることにより、地方税の充

実を図ること。 

（２）税体系の抜本的な改革は、地方消費税の充実を含む税源の偏在性が少な

く安定的な税収を確保できる地方税体系を構築すること。その際には、税

源の偏在是正だけに着目した地方税による税収配分の調整は行わないこと。 



1 

介護保険制度に関する重点要望 
 

介護保険制度の円滑な運営を図るため、国は、特に次の事項について積極的

な措置を講じられたい。 

 

１．介護給付費負担金については、各保険者に対し給付費の 25％を確実に配分

し、現行の調整交付金は別枠化すること。 

 

２．低所得者に対する介護保険料や利用料の軽減策については、国の責任にお

いて、財政措置を含め総合的かつ統一的な対策を講じるよう、抜本的な見直

しを行うこと。 

 

３．療養病床から介護療養型老人保健施設等への転換については、新たな財政

負担や保険料の上昇を招かないよう、十分な財政措置を講じるとともに、保

険者をはじめ関係機関の意見を尊重すること。 

 

４．次期介護報酬の改定にあたっては、保険料の水準に留意しつつ、適切な人

材の確保、サービスの確保・質の向上などを図るため、都市自治体の意見を

十分踏まえて適切に報酬を設定すること。 

 



国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度 

に関する重点要望 
 

国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度の健全な運営を図るため、国は、

特に次の事項について積極的な措置を講じられたい。 
 
１．国の責任において、給付の平等、負担の公平を図り、安定的で持続可能な

医療保険制度を構築するため、国を保険者とし、全ての国民を対象とする医

療保険制度への一本化を図ること。 
 
２．市町村国保に義務付けられる特定健診・保健指導に係る人件費、電算シス

テム経費等について、地域の実態を踏まえ十分な財政措置を講じるとともに、

保健師等の人材が確保できるよう、適切な支援策を講じること。 
 
３．国において後期高齢者医療制度の実施状況を把握し、適切な情報提供や助

言を行うとともに、円滑な実施のための十分な財政措置を講じること。 
 
４．制度見直しを行う場合は、地方の意見や実情を十分に踏まえ、必要な準備

期間を設けて対応するとともに、制度見直しに伴う経費や電算システム経費

などについては、地方へ負担転嫁することなく国の責任において万全の措置

を講じること。 
 

５．国は、後期高齢者医療制度の内容及び趣旨等について、多くの国民の理解

を得られるよう、今まで以上に周知徹底を図り、迅速かつ確実な制度の定着

に努めること。 



福祉施策に関する重点要望 
 

福祉施策の充実強化を図るため、国は、特に次の事項について積極的な措置

を講じられたい。 
 
１．医師等の確保対策について 
（１）医師不足の解消や地域ごと・診療科ごとの医師偏在の是正を図るため、

都道府県域を越えた需給調整システムや医師派遣体制の構築等を着実に推

進するとともに、医学部定員の更なる増員や各種対策に係る十分な財政措

置等、医師の絶対数を確保するための即効性のある措置を早急に講じるこ

と。 
（２）産科・小児科医等の不足が深刻な診療科や救急医療において、医師の計

画的な育成、確保及び定着がなされるよう、実効ある施策及び十分な財政

措置を講じること。 
 
２．少子化対策について 
（１）都市自治体が少子化対策を効果的に展開できるよう、次世代育成支援対

策交付金等について、多様な保育サービスの提供や保育所の適正な運営を

確保するため、交付要件を地域の実態に即した水準に改善するとともに、

その総額を確実に確保すること。 
（２）子どもの医療費無料化制度を創設すること。 
 
３．障害者施策について 
（１）障害者の自立と社会参加に向けた施策の充実を図るため、自立支援給付

及び地域生活支援事業について、自治体間格差を解消するとともに、超過

負担が生じないよう、地域の実態を踏まえ、十分な財政措置を講じること。 

また、サービス利用者の公平性に配慮しつつ、利用者負担等について一

層の軽減策を講じること。 
（２）障害者施策に関する制度変更については、早期に適切な情報を提供し、

十分な準備期間を設け、国民の理解を深めるとともに、都市自治体の意見

を踏まえて計画的に実施すること。 

   また、制度変更に伴う経費やシステムの改修経費等に対して、十分な財



政措置を講じること。 
（３）障害者（児）の多様なニーズに適応した福祉施設の整備について、更な

る財政措置の充実を図ること。 

また、報酬の見直しにあたっては、人材の確保を含め、事業所の安定的

な運営が確保されるよう、地域における利用者の公平性や利用実態を十分

踏まえ、適切な内容となるよう配慮すること。 
 
４．生活保護費負担金について 

生活保護費負担金については、現行の国庫負担率を堅持すること。 



廃棄物・リサイクル対策に関する重点要望 
 

廃棄物・リサイクル対策の充実強化を図るため、国は、特に次の事項につい

て積極的な措置を講じられたい。 

 

１．各種リサイクル制度について、拡大生産者責任の明確化を図り、事業者、

消費者及び自治体の適正な負担による制度の実施を図ること。 

 

２．資源の循環を円滑に推進できるよう、リサイクル諸法を恒常的に検証する

こと。 

 

 



義務教育施策等に関する重点要望 
 

 義務教育施策等の充実を図るため、国は、特に次の事項について積極的な措

置を講じられたい。 

 

１．公立学校施設に係る耐震補強事業に対する財政措置の拡充について 

（１）公立学校施設等の耐震診断及び耐震補強事業等について、財政措置の拡

充を図ること。 

特に、耐震補強事業に係る補助単価等については、地域の実態に即した

見直しを行うこと。 

（２） 地震防災対策特別措置法により実施されている地震対策事業については、

公立学校施設の耐震化を計画的かつ安定的に推進するため、財政措置を延

長するとともに、地域の実態を踏まえ、対象事業を拡大すること。 

 

２．分権型教育の推進について 

（１）公立小中学校教職員の人事権について、広域的な人事交流の仕組みを構

築するとともに、中核市をはじめとする都市自治体に所要の税財源措置と

併せて移譲すること。 

（２）都市自治体が地域のニーズに応じた独自の教育施策を展開することがで

きるよう、学級編制権及び教職員定数決定権等を所要の税財源措置と併せ

て都市自治体に移譲すること。 

（３）教育委員会の設置について、選択制を導入すること。 

 

３．地域に応じたきめ細やかな指導が行えるよう、少人数学級の推進に向け、

当面、法改正等により学級編制及び教職員定数の標準を見直すとともに、所

要の税財源措置を講じること。 

 

４．普通学級に在籍する障害児や、ＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥・多

動性障害）等の児童・生徒に対する特別支援教育支援員等の適正配置など、

十分な財政措置を含め、特別支援教育の充実を図ること。 

 



道路整備財源の確保等に関する重点要望 
 

都市生活を支える重要な基盤施設である道路の整備財源を確保するため、国

は、次の事項について積極的な措置を講じられたい。 

 

１．道路特定財源の見直しについて 

（１）地方の必要とする道路整備が引き続き計画的に実施できるよう、これま

で地方に配分されてきた以上の額を「地方枠」として確保し、地方税財源

の充実強化を図ること。 

（２）道路特定財源を構成している国税・地方税ともに、暫定税率分も含めた

現行税率を維持すること。 

（３）地方道路整備臨時交付金及び地方道路整備臨時貸付金を今後も維持し、

さらに拡充すること。 

 

２．新たな道路の中期計画の策定に当たっては、立ち遅れている地方の

道路整備の状況を踏まえ、地方が真に必要としている道路整備が計画的

に実施できるよう、地方の意見を十分に踏まえること。 
 

３．円滑な交通体系の確立を図るため、高規格幹線道路、地域高規格道路、一 

般国道、地方道等の整備に当たっては、地域の実情等を十分勘案するととも 

に必要な財政措置を講じ、早期に完成させること。 

 

４．橋梁の長寿命化修繕計画策定に対する財政措置を拡充するとともに、対象

橋梁の範囲を広げ、計画期間の延長を行うこと。また、橋梁の維持補修及び

架け替え等に対する財政措置の充実を図ること。 

 

 



地域の活性化と国民生活の安定に関する重点要望 
 

原油等価格高騰や金融経済情勢の悪化の影響を受けている地域産業や国民生

活の支援のため、国は、次の事項について積極的な措置を講じられたい。 

 

１．金融・経済の安定強化策 

地域経済を支える中小・小規模企業の経営を支援するため、その中核とな

る地域民間金融機関の資金供給の円滑化を図るとともに、資金繰り対策とし

ての貸付・保証枠の充実を図るなど「生活対策」を迅速かつ効果的に実施す

ること。 

 

２．原油等価格高騰対策 

（１）農林水産業、製造業、運輸業等の各種産業の経営安定を図るため、所要

の財政措置等について充実強化を図ること。 

また、国内石油製品の供給及び価格の安定化のため、国際協調をはじめ

適切に対応すること。 

 

（２）生活困窮者や事業者への助成等国民生活への支援のため、地方自治体が

自主的にきめ細かく実施する支援対策に要する経費について地域の実態に

応じて確実に財政措置を講じること。 

 

（３）社会福祉施設等の運営費や除雪費をはじめとする行政コストについて、

原油価格高騰に伴うさらなる財政負担に対して必要な財政措置を講じるこ

と。 

 



農林水産政策に関する重点要望 
 

農林水産業の持続的発展と長期的な安定を図るため、国は、地域の事情を勘

案しつつ、次の事項について積極的な措置を講じられたい。 

１．米政策の推進について 

（１）米価の下落を阻止するため、政府備蓄米の備蓄水準を引き上げるなど抜

本的な対策を講じること。 

   また、米価下落時に大きな影響を受ける農家の経営安定を図るため、無

利子の緊急資金貸付制度等の支援策を講じること。 

（２）生産調整目標達成のため、生産調整の取組として扱う米穀に醸造用玄米

を含めること。 

   また、転作農産物の生産に係る技術指導を行うこと。 

（３）地域自らが作成する地域水田農業ビジョンの実現に向けて実施する産地

づくり対策のための「産地確立交付金」（現「産地づくり交付金」）につい

ては、所要額を確保すること。 

（４）一般農家を対象とした稲作構造改革促進交付金については、制度を拡充

し、平成 22 年度以降も継続すること。 

（５）我が国の食料供給力を強化するため、食料自給率・自給力の向上に結び

つく新規需要米（米粉・飼料用米等）の生産拡大に向けた支援策を講じる

こと。 

（６）中山間地域における耕作放棄地の解消を図るため、地域の実態に応じた

措置を講じること。 

 

２．食の安全・安心の確保について 

（１）食品被害拡大防止のため、国民及び地方自治体等に対し、正確な情報を

迅速に提供すること。 

（２）外食産業や加工食品等に対する原産地表示の義務付けなど、原料原産地

表示制度の充実・強化を図るとともに、食品安全ＧＡＰなどの工程管理シ

ステムやトレーサビリティ・システムなど、食の安全・安心の確保に資す

る手法の導入支援や普及・定着を推進すること。 

 



（３）輸入食品に関する検疫体制を強化するとともに、安全性に問題のある食

品を輸出した国に対しては毅然とした対応を取ること。 

また、食品安全に関する立入検査・監視体制について、実効性が担保さ

れるよう抜本的な見直しを行うこと。 

（４）食品事故の被害者等に対する十分な支援措置を講じるとともに、再発防

止策の早期確立を図ること。 

 

３．畜産・酪農経営安定対策について 

（１） 配合飼料価格安定基金制度については、基金への農家負担の軽減のため、

必要な措置を講じること。 

また、継続的な経営安定のため、抜本的な対策を講じること。 

（２）国産飼料の増産を図るため、耕畜連携水田活用対策事業の助成対象者要

件の緩和や財政措置の拡充を図るとともに、耕作放棄地への飼料作付けに

対する財政措置を講じること。 

（３）農家の飼料購入に対し財政措置を講じること。 

また、飼料生産を担う受託組織の育成に対し支援を図ること。 

 

４．中山間地域等直接支払制度については、平成 22 年度以降も継続するととも

に、手続きの簡素化や要件の緩和、財政措置の充実強化など、制度の更なる

見直しを行うこと。 

  また過疎化や高齢化が進行している、いわゆる「水源の里」において、農

林畜産業等の振興及び集落の活性化が図られるよう積極的な財政措置を講じ

ること。 

 

５．次期森林整備保全事業計画の策定に当たっては、効果的な事業の実施及び

必要な事業量を確保すること。 

 

６．水産基本法に則り、水産業の経営安定対策の更なる推進を図ること。 



運輸・交通施策に関する重点要望 
 

運輸・交通施策の更なる推進及び地域生活交通の維持、地域の振興を図るた

め、国は、次の事項について積極的な措置を講じられたい。 

 

１．整備新幹線の建設財源を安定的に確保し、早期開業を目指すとともに、未

着工区間については早期の着工及び事業化を推進すること。 

 

２．主要幹線鉄道、都市鉄道、地方鉄道及びＬＲＴ等の鉄軌道の利便性の向上

及び整備促進に必要な財政支援措置を講じること。 

 

３．生活交通維持対策について 

（１）地域住民の生活に不可欠な移動手段を確保し、小規模な自治体でも安心

して日常生活、社会生活が送れるよう、地域の関係者が一体となって計画

を策定し、真に地域が必要とする公共交通施策を推進するために十分な財

政支援措置を講じること。 

（２) 地域住民にとって日常生活に不可欠な交通である地方バス路線、コミュ

ニティバス路線の維持に関する財政支援措置を充実すること。 

 

４.港湾・海岸の整備について 

（１）港湾整備事業及び海岸整備事業の整備促進を図るため、必要な予算を確

保すること。 

（２）地震、津波、高潮及び台風等の自然災害から国民の財産・生命を守り、

迅速な災害復旧等を可能にするため、ハード・ソフト一体となった港湾・

海岸における総合的な防災・減災対策を強化・促進すること。 

（３) 我が国経済の活性化を図り、民需・雇用の創出に資するため、国際流通

港湾及び地方港湾の物流機能の強化を図り、総合的な物流基盤施設及び臨

港交通施設や周辺道路網の整備の推進を図ること。 

 

 

 

 



５．海岸漂着ごみの処理の大半は地元市町村及びボランティアが行っている実

態から、海岸管理者、関係自治体及び住民等が協働して取り組む処理体制を

早急に確立するとともに、市町村が実施する漂着ごみの適正処理に要した経

費に対し十分な財政措置を講じること。 

 

 



地域経済の活性化に関する重点要望 
 

地域経済の振興及び活性化等を図るため、国は、次の事項について積極的な

措置を講じられたい。 

 

１．中小企業対策関連施策を強力に推進するとともに、税制や融資などを含め

た中小企業への総合的な経済対策を引き続き講じること。  

 

２．地域経済を活性化するため、農村地域工業等導入促進法、半島振興法及び

企業立地促進法に基づく課税免除等に伴う減収補てん措置や設備投資減税措

置の延長など、企業誘致に対する支援措置の充実強化を図ること。 

 

３．観光立国に向けた振興施策の強化を図るとともに、観光振興策に対する支

援及び財政措置を講じること。 

 

４．消費者行政について 

（１） 都市の消費生活センターの組織や業務内容などについては、地域の実情

に応じて弾力的に実施できるようにすること。 

（２） 全国的なネットワークの構築などについては、財政措置を確実に講じる

こと。 
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